
様式第15号-3 消費税等相当額補償の要否判定フロー（標準）

【表－３による】

（注）①　消費税等相当額とは、消費税及び地方消費税相当額をいう。
　　　②　上記フローは、消費税等相当額補償の要否判定の目安であるため、収集資料等により補償の要否を個別に調査・判断の上、

適正に損失の補償等を算定するものとする。
 　   ③　消費税等相当額の要否判定経路を朱書き等で記入するものとする。
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